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山武市戸籍総合システム更改業務（債務負担行為）に係る 

公募型プロポーザル実施要領 

 

  

１ 目的 

  山武市市民部市民課では、令和３年度に成立した「地方公共団体情報システムの

標準化に関する法律（令和３年法律第 40号）」に基づく地方公共団体の情報システ

ムの標準化（以下「システム標準化」という。）や令和５年度に成立した戸籍法（昭

和 22 年法律第 224 号）の一部改正を含む「行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第 48

号）」（以下「戸籍振り仮名法」という。）といった、戸籍を取り巻く環境が大きく

変化していく中であっても、戸籍や戸籍附票に関する異動業務や証明発行業務（以

下「戸籍等業務」という。）をこれまで以上に円滑かつ効率的な事務を推進し、安

定かつ正確なサービスの提供を図ることを目的とする。 

 

 

２ 業務の概要 

 ⑴ 業務名 

   山武市戸籍総合システム更改業務（債務負担行為） 

 ⑵ 業務内容 

   山武市戸籍総合システム更改業務（債務負担行為）仕様書のとおり 

 ⑶ 業務期間 

  ① 本業務契約の締結日の翌日から令和 10年２月 29日までとする。 

  ② システム稼働日は、令和 10 年２月１日からとなるため、それまでに準備す

ること。 

 ⑷ 運用期間 

   令和 10年２月１日から令和 15年１月 31日まで（５年間） 

 ⑸ 提案金額の上限 

   48,906,000円以内（消費税及び地方消費税を含む） 

  ① 提案見積は上限を超えてはならない。 

  ② この金額は、契約予定額を示すものではない。 

  ③ 本業務完了までに要する全ての経費総額とする。 

    （標準化移行、クラウド環境構築、データ移行、ハードウェア、その他費用を

含む） 

    ※経費総額の見積書を原本１部及び副本９部を提出すること。（上記経費内

訳については、税抜きで金額を記載し、総額は、税込み金額とすること。） 

  ④ 契約時期・期間及び支払い時期は、審査結果後に提案内容を踏まえ選定業者

と協議の上決定する。 

 ⑹ 運用保守参考金額 

   システムの運用開始日以降について、山武市戸籍総合システム更改業務（債務負
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担行為）契約締結事業者との間で運用保守委託契約を締結する予定である。つい

ては、運用コストの削減、運用保守の妥当性を判断するために、60ヶ月分の運用

保守に係る費用を提示すること。 

  ●戸籍総合システム運用保守期間 

   令和 10年２月１日から令和 15年１月 31日まで 

   【参考金額】62,224,140円（消費税及び地方消費税を含む） 

   ※見積書については、原本１部及び副本９部を提出すること。 

   ただし、運用保守金額は以下の総額とする。 

  ① 契約期間を通した運用・保守に係る費用 

  ② 契約期間を通したソフト利用に係る費用 

  ③ 契約期間を通したシステム利用に係る費用 

  ④ 契約期間を通したクラウド利用に係る費用 

  ⑤ その他、仕様書の記載の業務の実施に係る諸経費 

   ※上記参考金額については予算成立前であるため、あくまでも提案内容を示す

ために参考で提示した金額であり、提案上限額ではない。そのため、記載した

参考金額を超える提案があった場合でも参考金額超過を理由に失格とはなら

ないが審査の対象である。 

 ⑺ 事務局・問合せ先 

   山武市市民部市民課戸籍係 

   〒289-1392 千葉県山武市殿台 296番地 

   TEL  0475-80-1140 

   FAX  0475-82-2107 

   E-mail shimin@city.sammu.lg.jp 

 ⑻ プロポーザルにより受託候補者を選定する理由 

   本事業は、構築に係る価格のみによる競争では目的を最大限に達成できない事

業者が選定される可能性があることから、的確な提案と専門的な知識を有した事

業者を選定するためプロポーザルにより広く提案を募集する。 

 

 

３ 参加資格 

  プロポーザルへ参加するためには、次の全ての要件を満たしていることを要する。 

 ⑴ 公告時点において、山武市入札参加資格者名簿に登載されている者であり、か

つ、調達区分「委託」、大分類「情報処理」、中分類「システム開発・ソフトウェ

ア開発」に登録があること。 

 ⑵ 令和３年４月１日以降に戸籍・戸籍附票システムの導入・構築、標準化移行実

績を有する者であること。 

 ⑶ 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項の規定に該当

しないこと及び同条第２項の規定により山武市において入札参加制限を受けてい

ないこと。 

 ⑷ 山武市建設工事等請負業者指名停止措置要領（平成 18年山武市訓令第 40号）、

mailto:shimin@city.sammu.lg.jp
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千葉県建設工事請負業者等指名停止措置要領（昭和 60年４月５日千葉県制定）又

は千葉県物品等指名競争入札参加者指名停止等基準に基づく指名停止期間中の者

でないこと。 

 ⑸ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立てを

した者若しくは申立てをなされた者は、同法に基づく裁判所からの更生計画認可

の決定がなされていること。 

 ⑹ 民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立てを

した者若しくはなされた者にあっては、同法に基づく裁判所からの再生計画認可

の決定がなされていること。 

 ⑺ 山武市建設工事等暴力団排除措置要綱（平成 18年山武市告示第 27号）又は千

葉県建設工事等暴力団対策措置要綱（昭和 63年４月１日千葉県制定）に基づく指

名除外や指名停止期間中の者でないこと。 

 ⑻ 同一人が代表者となっている法人等は、重複して当該業務の受託者選定に参加

することができない。 

 ⑼ 法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）、消

費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に定める税金を滞納していない者であること。 

 ⑽ プライバシーマーク又は ISO27001の認証登録を受けていること。 

 

 

４ スケジュール 

内容 日程 

公募開始 令和８年８月 13日（木） 

参加表明書提出期限 令和８年８月 21日（金）午後３時必着 

質問書提出期限 令和８年８月 24日（月）午後３時必着 

質問書に関する回答 令和８年９月 １日（火） 

企画提案書等の提出期限 令和８年９月 ７日（月）午後３時必着 

プレゼンテーション及び審査 令和８年９月 11日（金） 

受託候補者選定結果通知 令和８年９月 18日（金） 

 

 

５ 応募手続き 

 ⑴ 実施要領の公表・配布 

   令和８年８月 13日（木）実施要領等を市のホームページへ掲載する。様式は、

必要に応じダウンロードして使用すること。 

 ⑵ 各書類等の記入に当たっての留意事項等 

  ① 各様式に関する事項等 

ア 使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び 

 計量法（平成４年法律第 51号）に定める単位とする。 

   イ 提出書類は返却しない。 
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   ウ 提出後の記載内容の追加、修正は認めない。 

   エ 参加表明書提出後に辞退する場合は、辞退届（様式５）を提出すること。   

  ② 失格条項 

   次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

   ア 提出書類等の提出期限、提出先、提出方法に適合しないもの。 

   イ 記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。 

   ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

   エ 提出書類等に虚偽の内容が記載されているもの。 

   オ 提案金額の上限を超える額を提案したとき。 

   カ 審査の公平性・公正性を害する行為があったとき。 

   キ 資格要件を満たさない者が書類等を提出したとき。 

   ク その他審査会が不適当と認めた場合。 

 

６ 参加表明書の提出について 

 ⑴ 参加表明書提出期限 令和８年８月 21日（金）午後３時必着 

   ※持参する場合は事前に電話連絡をすること。受付時間は土曜日・日曜日・祝

日を除く午前９時から午後５時までとする。但し、８月 21日は午後３時まで。 

 ⑵ 提出先  事務局（２ 業務の概要 ⑺を参照のこと。） 

 ⑶ 提出方法 持参又は郵送（郵送する場合は配達証明付書留郵便とし、提出期限

までに必着）。 

 ⑷ 提出物 

  ① 公募型プロポーザル参加表明書（様式１） 

  ② 事業者（会社）概要（様式２） 

  ③ 導入実績一覧（様式３） 

  ④ 事業者（会社）の組織体制・事業規模等（様式４）（任意様式でも可） 

 ⑸ 提出部数  各 10部（正本１部・副本９部） 

  

 

７ 質問書受付期間及び質問に対する回答 

 ⑴ 質問方法 

   質問は、質問書（様式６）に必要事項を入力し、事務局へ開封確認を付した電

子メールにより行うこととする。 

   なお、件名に「山武市戸籍総合システム更改業務質問（事業者名）」と明記する

こと。 

 ⑵ 開封確認 

   電子メールを送付した後、当日中に開封通知の応答がない場合は、受付期間内

に電話等により確認を行うこと。 

   なお、電話による確認の受付は、事務局へ土曜日・日曜日・祝日を除く午前９

時から午後５時までに行うこと。但し、８月 24日は、午後３時まで。 

 ⑶ 受付期間 
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   令和８年８月 13日（木）から令和８年８月 24日（月）午後３時必着    

 ⑷ 送付先 

   期日までに事務局へ開封確認を付したメールにて送付すること。 

 ⑸ 回答日 

   令和８年９月１日（火） 

 ⑹ 回答方法 

   山武市ホームページに公表する。 

   回答の公表をもって、本要領の修正又は追加として、本要領と同様に扱うもの

とする。受付期間中であっても、整理できたものから随時公表する予定である。 

   なお、質問は原文のまま公表するので、アイディア保護の観点から公表に支障

のある内容については注意すること。また、単なる意見の表明と解されるものに

ついては、回答しないことがある。 

 

 

８ 企画提案書の提出 

  次のとおり企画提案書を提出すること。 

 ⑴ 提案書類は原則としてＡ４版縦長とする。書類は、上限 80 ページ以内とし、

企画提案書表紙（様式７）を付して、提出すること。 

 ⑵ 企画提案は１者１案とし、提案趣旨を明確に示しまとめること。 

 ⑶ 企画提案書に記載を要する内容は、提出日において実装等できるものであるこ

と。すでに実装に向けて開発等が進められており、稼働時において実装等が確実

であるものについては、その旨を付して、記載すること。 

 ⑷ 提出期限 令和８年９月７日（月）午後３時必着 

   ※持参する場合は事前に電話連絡をすること。受付時間は土曜日・日曜日・祝

日を除く午前９時から午後５時までとする。但し、９月７日は、午後３時まで。 

 ⑸ 提出部数 10部（正本１部、副本 9部） 

 ⑹ 提出方法 持参又は郵送（郵送する場合は配達証明付書留郵便とし、提出期限

までに必着）。 

 ⑺ 提出先  事務局（２ 業務の概要 ⑺を参照のこと。） 

 

９ 企画提案書のプレゼンテーション及び審査の実施について 

  企画提案書の内容について、次のとおりプレゼンテーション及び審査を行うこと

とする。 

 ⑴ 実施日 

   令和８年９月 11日（金）詳細は別途通知 

 ⑵ 出席者 

   ６名以内 

 ⑶ プレゼンテーション及び審査 

   企画提案書の内容について３０分以内の説明後、２０分程度の質疑を予定。 

  順次個別に行う。 

 ⑷ プレゼンテーションに必要な機器類 
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   プレゼンテーションに必要な機器類（パソコン等）は、企画提案者側で用意す

ること。（スクリーンとプロジェクターは主催者側で用意する。プロジェクターの

機種は EPSON EB-W06 機器類は、HDMIに接続できること） 

 ⑸ 留意事項 

   企画提案書のプレゼンテーションに出席しない場合は、企画提案参加意思がな

いものと判断し、失格とする。 

  なお、審査の公平・公正性の観点から、社名等が特定又は容易に推測できるよ

うな記載等は除くこと。（様式７を除く。） 

 

 ⑹ 審査に関する事項 

   審査は山武市戸籍総合システム更改業務プロポーザル審査会（以下「審査会」

という。）において、次のとおり実施する。 

  ① 審査は、提出された企画提案書等の内容及び質疑を含むプレゼンテーション

のそれぞれの内容について山武市戸籍総合システム更改業務プロポーザル審

査会設置要領第３条に規定する審査員それぞれが審査項目ごとに採点し、それ

らを集計したものが総合得点となり、その総合得点が最も高いものを優先交渉

権者として選定する。ただし、総合得点が６割に満たない者は優先交渉権者と

して選定しない。 

   ※ 提案者が１者の場合でも、審査を行います。 

  ② 最も高い評価点の企画提案者が複数あるときは、評価項目の「２導入実績・

連携実績」の点数の高い提案者を選定し、以下同様に８、９、５の評価点数の

高い順で選定する。なお、それでも同点であった場合には、山武市戸籍総合シ

ステム更改業務プロポーザル審査会設置要領第３条第２項で定める委員長が

くじ引きを行い選定する。 

 

10 受託候補者の選定結果通知について 

  審査の結果については、山武市ホームページに令和８年９月 18 日（金）公表す

る。なお、当該審査に関する異議は、一切応じない。 

 

11 受託候補者選定後の委託契約の手続き 

 ⑴ 市は、山武市財務規則（平成 18年山武市規則第 52号）に定める随意契約の

手続きにより受託候補者から見積りを徴収し、予定価格の範囲内であることを

確認して契約を締結し、契約書を取り交わすものとする。 

 ⑵ 業務内容の詳細については、企画提案の内容を基本とし、市と受託候補者が

協議して決定する。また、本業務の目的達成に必要と認められる場合には、市

と受託候補者との協議により、提案内容を一部変更したうえで山武市戸籍総合

システム更改業務（債務負担行為）仕様書を作成するものとする。これにより

受託候補者との協議が整わなかった場合は、準受託候補者と協議を行う。 

 ⑶ 選定後、応募者の資格要件を満たさなくなった場合、設計取組体制が著しく

変わった場合は、受託候補者としての資格を取り消すことがある。 

 ⑷ 受託候補者が「５応募手続き ⑵ ② 失格条項」に該当することと認めら
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れた場合は、準受託候補者と協議を行うことができるものとする。 

 

12 その他 

 ⑴ 留意事項 

  ① 本プロポーザルの参加に要する費用は、すべて参加者の負担とする。 

  ② 提出された参加表明書及び企画提案書は返却しない。 

  ③ 提出期限以降の書類の追加、差し替え、修正は一切認めない。 

  ④ 提出書類の著作権は参加者に帰属することとする。ただし、山武市が本件

の報告、公表等のために必要な場合は、提出書類の内容を無償で使用できる

ものとする。 

  ⑤ 提出期限までに参加表明書が到達しなかった場合は、企画提案書を提出す

ることができない。 

  ⑥ 提出期限までに企画提案書の提出がない場合は、企画提案の意思がないも

のとする。 

  ⑦ 参加表明書提出後に辞退する場合は、辞退届（様式５）を提出するものと

する。 

  ⑧ 本プロポーザルにより、知り得た事項はほかに漏らさないものとする。 

  ⑨ 本プロポーザルに係る情報公開請求があった場合は、山武市情報公開条例

に基づき、提出書類を情報公開請求者へ公開することがある。 

 


